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［１］　足下に忍び寄るメディアの生態的変化
最近，初めての経験を味わった。2012年12月，もう押し詰まった月末近く，ある出版社が，私
も執筆者に加わっていた，だいぶ前の共著書を「出版デジタル機構」収蔵の「電子書籍」に加えた
いので，同封書式による同意書の作成・返送によって，「電子出版契約」を完了して欲しい，と依
頼してきたのだ。対象の著作物がインターネットを通じて売れた場合は，当該出版社の取り分から
諸経費（機構側の取り分など）を差し引いた額の20％を，著作権者＝著者側に支払うという。こ
の本はあまり売れず，重版印税はもらってない。電子書籍化されても，どうせ売れず，死ぬまでも
らうこともあるまい。いわれるとおりに同封の同意書に日時を記載，刷り込まれた自分の名前のと
ころに印鑑を押し，返信用の封筒に入れて送り返した。機構の説明文中には，設立が2012年４月
２日，株主は「角川書店，講談社，光文社，集英社，小学館，新潮社，文藝春秋社，大日本印刷，
凸版印刷ほか」とあった。大所が顔を揃えた格好だ。私はいいが，亡くなった共著者に関しては，
だれから同意を取ったのか，共著者のだれかが同意を拒否しても，全体としての契約は成立するの
かなど，ちょっと気になったが，時代の変化の波がこうして自分の足下にも打ち寄せてきたんだな，
とする感慨のほうが深かった。
時代の変化といえば，もう一つの経験は興味深いものだった。こちらは2012年１月のこと。す
でに名前だけは知っていたが，ドワンゴという会社がやっているインターネット・テレビ，ニコニ
コ動画から依頼があり，その生放送に出演したのだ。知り合いの翻訳家，中野真紀子さんからの依
頼だった。彼女は，アメリカで若者に人気の女性キャスター，エイミー・グッドマンが主宰する独
立テレビ「デモクラシー・ナウ！」を日本に紹介してきたが，放送の場をちょうどそのころ，CS
放送・朝日ニュースターからニコニコ動画に移していた。エイミーは2011年６月，いわゆるペン
タゴン・ペーパーズ（国防総省機密文書）事件から40年経ち，この全文書が政府の機密指定から
解除されたのを機に，かつてその告発（ダニエル・エルズバーグ。当時はランド研究所員。文書執
筆に協力），公表（マイク・グラベル上院議員。上院外交小委員会を委員長として単身開催，告発
文書を朗読，その内容を議事録に残した），出版（ロバート・ウェスト。出版社＝ビーコン・プレ
ス社長）に当たった３人を招き，彼らの行為の意義を改めて明らかにする番組をつくり，放送した。
ベトナム戦争時のトンキン湾米軍襲撃事件は，ハノイ爆撃を行う口実をつくるために，北ベトナム
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からの攻撃とみせかけた米軍の謀略工作だった。機密文書はその詳細を記録する政府の秘密報告書。
中野さんとニコニコ動画は，この番組の日本語バージョンを放送することにし，私にコメント参加
を頼んできたのだ。
番組収録の場所は，日本橋浜町，隅田川に近い下町のど真ん中。繊維問屋には似つかわしいが，
ハイテク・メディアにはどうかな，といった感じの町だ。小さなビルに入り，エレベーターを降り
てドアを開けると，間仕切を全部取っ払った３LDKぐらい，マンション１戸分ほどのワンルーム。
そこがスタジオ。片側は出演者数人が座れる程度の椅子・テーブル。その真向かい５～６メートル
の場所にカメラ，録音などのためのスタッフ・カウンター。ガラス越しの調整室などない。みな同
じところにむき出しで座っている。調整や送出・録画などの操作は，全部パソコンでする。でかい
スタジオ・カメラや照明もない。出演者の胸に付けたピン・マイクで録音もOKで，天井から吊す
集音マイクもない。そうか，今の技術ならこれでテレビ放送ができるんだ。出演者に東京新聞記者
の土田修さんが加わった。打合せでは，午後８時から約30分のオリジナル番組をみたあと，中野
さんの司会で20分ぐらいの３人のトークということだったが，話が弾んで10分ぐらい予定時間を
オーバーした。視聴者の反応がよければ，延長もありなのだ。ケツカッチンでないのも，気が楽で
いい。かつてNHKテレビで経験した放送収録とは大違い。
ペンタゴン・ペーパーズの存在と内容の告発を，エルズバーグからの秘密提供というかたちで受
けたニューヨーク・タイムズにも，不安はあった。報道すれば，国家機密漏洩罪で処罰されるおそ
れがある。だが，発行人，アーサー・ザルツバーガーは社運を賭して記事掲載に踏み切った。案の
定，怒ったニクソン大統領はこれを不法行為とし，記事差し止め請求などの裁判手続きを取り，威
嚇した。タイムズは孤立を深めたが，告発３人男の努力で関連情報が米新聞界に行き渡り，間もな
くワシントン・ポスト，ロサンゼルス・タイムズの有力紙ほか，全米の新聞もこの報道に参加，の
ちに「メディアの砲列」と呼ばれるタイムズ援護体制ができあがった。当時，その状況をハラハラ
しながら追いかけていた私としては，いろいろ記憶が蘇り，話したいことはいっぱいある。だが，
妙に気が散って落ち着かない。しばらくしてそのわけに気がついた。われわれ出演者の前，視界の
下のほうに大きなモニター・テレビが置いてあり，そこに自分の姿が映し出されているのだ。とこ
ろが，映像と音声が微妙にずれ，モニターから聞こえてくる自分の声が，今しゃべっている自分の
発話より少し遅れる。これが気になるのだった。しかし，もっと気になるものが映っていた。生放
送受信者でツイッター・アカウントを持っている人たちが，視聴しながら感想をつぶやき，それを
打ち込んでいたのだ。その文字がモニター画面に送り込まれ，画面右から左に流れつづく。「この
オジイチャン，いろいろもの知ってるぞ」「もっと話させろ」。私への書き込みだ。「オジイチャ
ン」には参った。
オーディエンスの反応の早さは，視聴者数の把握にも結びついている。新規のアクセス数が既存
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の累計にどんどん加算されていく。その様子も同時に視認できる。番組終了時に２万人を超えたの
が確認できた。マス・メディアとしてのテレビでは，視聴率が１％あれば，視聴者数は100万近く
にも達するはずだ。それとは比べるべくもないが，雑誌の購読部数，さらに記事別の閲読者数と比
べたら，２万人はけっして少ない数ではない。こういうメディアが，知らないうちにできあがって
いたのだ。恐ろしくもあった。スタッフ側のモニターには，番組終了と同時に視聴者の番組評価が
すぐ出てくる仕掛けが施されてあった。「とてもよかった・役に立った」から「まったくつまらな
かった・役に立たない」にいたる５段階スケールでの評価集計が出現していた。幸い90％以上が
上位２段階に収まっていた。「今日はよかったですよ」と，スタッフがにっこり微笑んで教えてく
れたが，怖い人たちだ。放送時間を延長をするかしないかも，これらの数字の推移をみながら決め
ていたのだ。このような反応を示す視聴者は，なにをみようかと新聞のテレビ欄をのぞき込んだり，
まずテレビを点け，おもむろにあちこちの局の番組を漁る不特定多数の存在ではない。そもそも中
野真紀子さん紹介の「デモクラシー・ナウ！」をみたいと思っている人たち，そこに提示されたテ
ーマに積極的に関心を抱く，コアな視聴者なのだ。
この経験から，テレビが変わる，テレビ視聴者も変わる，と実感させられたが，今度は自分が新
しいインターネット・テレビの送り手側で片棒担ぐ役割を演じさせられる羽目になった。2012年
初めごろ，JCJ（日本ジャーナリスト会議）の有志が「自由メディア」と名乗るチームを結成，JCJ
の集会や原発反対の市民運動の催しなどの生中継・録画収録を，ユーストリームの技術を使ってや
ってきたが，４月からスタジオ番組の生放送をやることにし，そのホストとして私に白羽の矢を立
てたのだ。私は1959年からのJCJ会員，頼まれれば断るわけにはいかない。番組名は「桂敬一のニ
ュースをウテ」。この看板の発案は私でなく，企画側であることをお断りしておく。インタビュー
番組であり，ゲストは４月＝第１回がTBS・毎週土曜の「報道特集」でキャスターを務める金平茂
紀さん，第２回（５月）が岩波書店の月刊誌『世界』の前編集長，岡本厚さん。金平さんには沖縄
問題や「北のミサイル」騒ぎを手がかりに，岡本さんには東日本大震災と原発事故をめぐって，メ
ディア報道のあり方を考察してもらった。第３回（６月）は東海林智さん，毎日新聞記者で出演時
は新聞労連委員長。テーマは「貧困の現場と報道：メディアの劣化とジャーナリストの役割」。第
４回（７月）は俗称“アワプラ”，OurPlanet TV代表の白石草（はじめ）さん。市民インターネッ
ト・テレビの立場から「新しいメディアをどうつくるか」，語ってもらった。第５回（10月）は東
京新聞・読者応答室長の鈴木賀津彦さん，テーマは「これからのジャーナリズムと市民メディア」。
第６回（11月）は防衛庁の秘密暴露スクープののち，ワシントン特派員，アフガニスタン戦争取材，
沖縄駐在を経験した毎日新聞の大治朋子記者。「日本は今，アメリカとどう向き合うべきか」，お考
えをうかがった。
こう書くとすごい放送番組のようだが，収録スタジオは極めてお粗末。JCJの狭い事務所のなか
の８畳ほどの会議コーナー。奥まった三方の壁は作りつけの棚。本や書類の束がはみ出ている。こ
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れを，ケント紙を貼り合わせてつくった幕を張って隠し，インタビューアー＝私とゲストが並ぶ背
面，幕の中央部分は，「自由メディア」のロゴが千鳥格子状に空白スペース一つ置きでたくさん並
んだデザインにしてある。よくできたボロ隠しだ。カメラを通し，モニターでみると，競技を終え
たメダリストや監督が，マイクを前に感想を語るときの背景のよう。出演者のいるところも，会議
用の数本の机を脇に片づけ，その一本だけをボロ隠し幕の前に置き，椅子２脚をやや斜めに向かい
合わせて並べただけ。あとの機材配置，調整操作などは，ニコニコ動画の場合と基本的にはまった
く同じ。ただこちらのほうがずっと規模が小さい。しかし，これでやれるのだ。私は十分には「ウ
テ」なかったが，現場でたたかっているゲストの方々がしっかり「ニュースをウテ」を実践してく
ださった。私は，対話のなかの主な話題を適当に選び，それに絡む固有名詞，数字，キーワードな
どを5枚ぐらいの手書きのフリップにしておき，話の要所要所でカメラの前に突き出す程度のこと
はやってみた。そういえば，エイミーもそうやっていた。
JCJの「ニュースをウテ」と比べたら，ニコニコ動画は知名度も高く，予告放送も念入りで，生
視聴者の数は桁違いに多い。「ニュースをウテ」はよくいって３桁。ところが，両者とも，録画視
聴がよくみられている点では，共通する。一つは放送者自身のサイトにアップしたものへのアクセ
ス。さらに，視聴者が生放送からダウンロードしたものをユーチューブに投稿，そこへのアクセス
でみるものがけっこう多い。また，ツイッターで感想を書くのと同時に，放送元のURLも記載，
これをクリックすればでそこに飛べるようにして，アクセスを推奨している例もある。自分のブロ
グ・サイトでダウンロードしたものを公開するものもいる。「ニュースをウテ」のほうは，先にみ
たものによる紹介と推奨に反応，録画にアクセスしてみてくれる人のほうが，断然多い。このよう
な紹介・推奨とそれへの反応は，フェイスブックのなかでもよくみられる。テレビ視聴の変化が，
テレビのあり方まで変えていく状況が，確実に生じている。
最後に，2012年を通じて大きく発展した反原連（首都圏反原発連合）を中心とした，首相官邸
前抗議行動などの脱原発を目指す市民運動のなかで，市民メディアが生き生きしたインターネッ
ト・コミュニケーションの世界を生み出し，運動の拡大に大きく貢献してきた事実にも，目を向け
ておきたい。まず指摘できるのが，ネット新聞「NPJ（Newspaper for the People in Japan）」の編
集長，日隅一雄弁護士が，「3・11」による福島第一原発の事故発生後，東京電力の記者会見に日参，
メディア各社に所属する記者が交代して出入りするあいだも，鋭い質問で食い下がり，東電の隠蔽
を暴露，重要な事実を告発してきた活動だ。取材の成果は，自身の「NPJ」で報じられ，また，た
だちに多様なSNS（Social Networking Service）を通じた拡散の方法で，広範な市民のあいだに伝
播されていった。彼の記者会見での奮闘ぶりを生中継で放送した，インターネット・テレビのIWJ
（Independent Web Journal. 岩上安身代表）の影響力も，大きかった（1）。もう一つの事例は，2012
年春，関西電力大飯原発再稼働の策動が始まりだすのに伴い，反原連が毎週金曜日夜の首相官邸前
における再稼働反対集会を開始，政府が再稼働強行に踏み切ったあとは，それが抗議集会に切り替
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わり，全面的な「脱原発」追求の運動に発展，急速に参加者を増大させていった過程における，市
民メディアとしてのインターネット・テレビの大きな役割だ。“アワプラ”，IWJは，この運動が６
月に入ってから，１日2700人，８日4000人，15日１万1000人，22日４万5000人と，急速に多数の
市民を集めていった状況を，映像で克明に報じてきた。そして最終の金曜日＝29日には，ノンフ
ィクション作家，広瀬隆さんが呼びかけた「正しい報道ヘリの会」の立ちあげに協力，市民カンパ
でヘリコプターをチャーター，官邸と国会周辺に集まった10万人の市民の活気に満ちた，しかし
整然とした行動展開の模様を空撮，ネット配信を通じてプロのメディアにも市民メディアにも，提
供した。既存の主流メディアは，ようやく15日ぐらいから注目しだしたが，それでもこの動きを
まったく報じないところが多かった。取りあげても，大方は扱いが小さかった。これでは，問題意
識をもった市民が大メディアに不信感を抱くようになるのも，無理はない。原発に関するメディア
の主張の当否以前に，知りたいと望む事実そのものを，ろくに報じないのだから，多くの市民が期
待を裏切られ，大メディアに失望感を深めるのも当然だ。
［２］　溶融するジャーナリズムの職業的慣習・規範
私が大学教員となった1988年当時，学生の携帯電話の所有はほぼ皆無であり，少数の新し物好
きがようやくポケベル（ポケット・ベル）を使い出す程度だった。ポケベルの最盛期は1990年代
の中ごろ。新聞記者はみな会社からもたされ，使用を義務づけられていた。しかし，95年ごろか
らケータイ（携帯電話・PHS）が出だし，料金の低廉化が急速に進むと，ポケベルは表舞台から姿
を消し，下宿学生は契約の黒電話は引かず，ケータイを肌身離さず持ち歩くようになり，その利用
習慣は瞬く間に広がっていった。そのころ，情報教育の一環として学生にパソコンを使わせること
を，どこの大学でも一生懸命やりだしていた。まだ，みんながノート・パソコンを買える状態にな
く，パソコン・ルームを設け，学生集めにその設備の良さを売り物にする大学さえ，あったほどだ。
そのころの学生は就活のとき，相手から必ず，「君はパソコンできるか」ときかれたものだ。その
ため私たち教員も，レポート提出は手書き禁止，ワープロ打ちとする，などの方法でパソコン使用
を奨励，またメール・アドレスをもたせ，ゼミ連絡はメールによるとか，レポート提出もメール送
信とするなど，パソコンでのインターネットの利用も督励した。
その甲斐あって，ようやく学生が億劫がらずにパソコンを使い，気の利いたものはマイ・コンピ
ューターを持ち歩くようにもなった99年，ヘンなことに気付いた。例によって，メールで新学期
のゼミ運営の要領を送ったところ，「先生，一度で受信し切れません。後半部分を再送してくださ
い」という返信が届いたのだ。そのときは，手のかかるやつだな，と思うだけだったが，その後，
似たようなことが繰り返され，再送請求者が増え，おまけに，請求のときは文末に汗を垂らした顔
のマーク，再送受信お礼のときはニコニコ・マークまでついてくるので，かつてない異変が生じた
ことに，やっと気がついた。学生が教えてくれた。NTTドコモの「iモード」が学生のあいだで浸
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透しだしていたのだ。すぐ「ｉモード」の文字収容力はアップしたが，その普及が進むに連れて，
学生のパソコン離れも進んでいった。大学へ提出する義務的な文書は大学のパソコンを使って作成
するが，友人などとのメール，その他のインターネットの利用は，圧倒的にケータイに依存するよ
うになっていったのだ。その傾向は，地上波デジタル・テレビのワンセグ放送受信がケータイで可
能になると，決定的となった。今日，若者が好んでスマホ（スマートフォン）やiPadなどの高機能
携帯端末を購入，どこででも，またなんにでも利用するようになった下地は，このようなケータイ
受容の成熟過程で，できあがったものだろう。
とにかくそれらの利用範囲の拡大は凄まじい。なにも学生とは限らない。10歳代半ばから20歳
代の独身者は，自宅で新聞を取らず，テレビ受信機も置かず，雑誌・本・音楽CDも買わず，友人
と会話を交わす（音声・文字），ニュースを読む（みる），音楽を聴く，ゲームをする，オンライン
版の雑誌記事を読むなどのことを，自分好みの携帯端末が1台あれば，それで全部すませてしまう。
その煽りを食い，しだいに深刻さの度合いを増す影響を蒙っているのが，新聞，テレビ，出版など
の既存マス・メディアだ。新聞のロングテール状の部数低落は依然止まらず，全体的な部数の減少
と，活発な消費意欲をもつ年代層の新聞離れとから，広告媒体としての評価が下がり，広告収入は
文字どおり激減した。テレビも，90年代半ばには総世帯視聴率（全世帯を100とし，その地域で視
聴可能なテレビ局のいずれかにチャンネルを合わせ，テレビを点けた世帯の比率）が７割以上あっ
たのに，それが2010年代に入り，やっと６割を超すほどにまで落ちている。この１割程度の低落
は深刻な意味合いをもつ。関東ではNHK，日本テレビ，TBS，フジテレビ，テレビ朝日，テレビ
東京の６局が競い合っている。合計60％の総世帯視聴率のなかで一つの番組が２桁の視聴率を取
るのは，至難の業だ。合計が70％あるということは，複数局が一定程度の２桁視聴率を分け合え
る状況の存在を物語る。だが，60％では，どこかが大きめの２桁の視聴率を取ったら，ほかの局
の視聴率はみな１桁の数値，しかもワリを一番大きく食うところは数％がやっとの視聴率しかとれ
ない，ということを意味する。これでは広告がついてこず，制作費をまかなうのも大変だ。
小学館の月刊誌『SAPIO』（2012年12月号）の記事，「現役テレビマン覆面座談会『テレビがつ
まらない理由バラします』」は，テレビが現在，深刻化する窮迫のなかで，どのように経費節減，
制作費カットを進め，現場にやる気をなくさせ，景品や見本の商品の無償提供などで広告主への依
存を深め，番組の信頼度も落とすようになっているか，などの内幕を暴露しているが，暗澹たる気
分になる。セットをほかの番組でも使い回す，バラエティ番組の芸人を二流から三流に落とす，ヨ
ソが当てたドラマのネタをマネて２匹目のドジョウを狙う，などのことも娯楽文化としてのテレビ
の衰退を示す話として気になるが，報道の取材経費の削減も例外でなく，記者クラブの記者配置数
の減少，報道素材の情報番組での使い回し，夕方の長時間枠ニュースのワイドショー化，取材は制
作会社丸投げ・ウィキメディア頼り，などの話は，気になるを通り越して，ぞっとする話だ。座談
会は「今のテレビにはカネもなければ夢もない」という発言で締めくくられているが，この先，い
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ったいどうしたらいいのだろうか。ジャーナリズムはどこへいくのか。
他方，新聞は，とにもかくにも読者を取り戻そうと必死だ。NIE（Newspaper In Education. 教
育に新聞を）という，学校教育のなかで新聞を教材とし，青少年の閲読習慣を育てていくことを狙
うプロジェクトは，もう20年前からやっているが，これとは別に，若年世代を中心に，高機能デ
ジタル機器の普及が進み，紙の新聞が売れなくなった，読まれなくなった，という状況に対応する
ための取り組みがここ数年，急に多くなっている。そこには主に二つの方向が認められる。一つは，
紙で売れないのなら，デジタル機器で読んでもらえる電子新聞をつくろう，というもの。先駆例は
日経で，すでに有料読者10万人を擁している。しかし，日経は経済専門紙の特徴を色濃く持ち，と
くに世代に関わりなく，経済的な数値情報の迅速な収集・整理の必要に迫られているビジネス関係
者が，その便利さを評価し，有料読者になっているわけだ。しかし，10万の購読料だけでは収支
償わず，さりとて大きな広告収入も望めず，本紙の大きな傘があるからやっていけるだけで，いつ
十分な利益が得られるかの目途は立っていない。一般紙では，少し遅れて朝日が電子新聞「朝日新
聞デジタル」を発行，他紙もそれぞれ同様のコンセプトであとを追っているが，どれも日経ほどの
有料読者さえ得られず，自立の見通しは暗い。
奇妙なのは，たとえば朝日の場合，脱原発目指す首相官邸前行動が大いに盛りあがったとき，本
紙記事でその模様を小さな囲み記事で報じたが，その囲み枠の罫のなかに小さな字で「デジタル版
では写真が見られます」と告知していたことだ。あるいは，小さな写真がようやく載ったが，キャ
プションのあとに「デジタル版で動画映像が見られます」と付記してもいた。いったいこれはなん
だ。思わず，もう朝日を取るのは止めるぞ，と叫んだ。一般紙の制約されたスペースのなかでは，
専門的な事柄が詳細には伝えきれない。そういうとき，並行的に提供するデジタル・メディアに，
たとえば発表文や議事録の全文を収めて公開するなどのことは，メディア特性を弁えた適切で有効
な措置だ。しかし，脱原発は今，世間一般の人にとっても最大の関心事だ。それを，肝心の本紙で
十分に伝えず，デジタル版購読してくれればみせます，というのはいかにもセコイ。本紙が十分な
報道を行い，それによって大きな信頼をかち得たうえでこそ，デジタル版ならではの情報内容にも，
より高度な関心と期待が寄せられるのではないか。その逆をいくのでは情けない。
デジタル化進展対策のもう一つの方向は，SNSを活用する人たちが相互に独自のコミュニケーシ
ョンの世界をつくっているのなら，新聞が進んでそのなかに入っていき，そこにおける関心や話題
を積極的に新聞に取り込んでいこう，とするもの。米ニューヨーク・タイムズ，英ガーディアンで
すでに先行例があるが（記者会見でニュース・ソースに問うべき質問を事前に募るなど），2013年
から朝日，毎日が新しい試みに乗り出した（2）。しかし，朝日のその紙面化第１回の事例を2013年
元旦号でみて，なにか違うぞ，勘違いしているのではないか，という気がしてならない。「ビリオ
メディア①　新しい取材方法 挑戦してみました」「つぶやきながら現場歩いた　沖縄の基地，話し
46
たい　高校生が応えてくれた」が１面トップの大きな記事。２面がそのつづきで「沖縄から伝えた
いことは？　反応続々予想超す」「『基地反対の人 ごく少数』本当？　辺野古を訪ねた」。とにかく
長い記事だ。10億（ビリオン）を超える人間が「ソーシャルメディア」で発信するようになった
世界を「ビリオメディア」と呼び，その有様を自分たちもソーシャルメディアを駆使して取材，紙
面に公開していく，という企画だそうだ。なお，旧年12月中，大きなPR紙面に，若手中心の社会
部記者13人の実名・写真も添え，これらの記者がビリオメディア取材班に属し，それぞれツイッ
ター・アカウントをもち，「取材過程の可視化」に努め，いつも読者とつぶやきながらニュースを
集め，紙面に反映していく，とアピールしていた。さらにデジタル版ではもっと前からちょこちょ
こ宣伝してもいた。
鳴り物入り，前宣伝付きの元旦記事だったが，一口にいって，壮大なヒマネタだ。ニュース性は
まるでなし。沖縄の米軍基地についてなにが緊急性を帯びた問題なのか。新しくそこになにが加わ
ったのか。そうした事実を報せて，新たにものを考えさせる問題提起がないのだ。記者がツイッタ
ーでつぶやきながら現地を歩き，つぶやき返してきた高校生の声を拾い，たとえば，米軍基地で働
く父をもつ高校生に会って，「日本が平和なのも日米安全保障条約で米軍に守られているから。
……オスプレイより離島に自衛隊の基地を配備すればいい」とする率直な声が聞けたとしても，ニ
ュース性はまるでない。沖縄にも，米軍基地に悩み，島から出ていってもらいたいと考える人だけ
がいるわけでなく，基地があることに賛成の人はいくらでもいる。むしろ，基地で働き，基地がな
くなれば暮らしに困る人でも，米軍に出ていってもらいたいというのなら，ニュースだろう。実際，
そういう人もいる。この記事のニュース性とはたかだか，今話題のSNS使った取材をしましたよ，
朝日の新しいビリオメディアです，ということだけだ。それが新しい有効なジャーナリズムを約束
するなどの保障はない。悪くすれば，ツイッターで草の根右翼を糾合，数を頼みとするその正統化
の動きを助けかねないのではと，不吉なものさえ感じさせる。
福島原発事故・東電本社記者会見に通い詰めた日隅一雄弁護士はもともと，産経新聞大阪本社所
属の記者出身だ。思うところあって弁護士になったが，つねに報道・表現の自由，国民の知る権利
に対する妨害・弾圧に抗する仕事に，身を挺してきた。彼は自分の主宰するネット新聞「NPJ」に
も書く場をもち，さらにブログ，ツイッターも駆使し，市民との交流を重ね，そこから貴重な情報，
問題提起を得て，仕事に生かしてきた。反原発・官邸前行動に寄り添ってきた“アワプラ”の白石
さんも，IWJの岩上さんも，SNSの手段を仕事に生かし，市民のあいだから多様な情報を得るとと
もに，伝えたことの手応えも感じ，市民運動のなかに集団的な確信を育んできた。それは，ツイッ
ターやフェイスブックを使わなければできなかったことではない。ただし，それらの利用によって
よりよく，できるようになった，ということなのだ。より重要なのは，この３人のジャーナリスト
が，反原発というイシューをめぐる問題意識を市民と共有，その社会的・政治的議論の発展を追求
する際のアジェンダ（議題）設定に，自分たちがどう積極的な役割を果たすか，という明確な目的
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意識をもっていた，という点だ。そして，３人の仕事ぶりがそういうものであることが理解できる
から，多くの市民がSNSの回路を利用，３人との連携を強め，３人は仕事に役立つ情報も入手でき
たのだ。こうしたジャーナリストと隠れた情報源とのあいだの信頼形成をめぐる原理関係は，イン
ターネットの有無にかかわるものではない。伝説的な共同通信記者の「菅生事件」報道，朝日の
「リクルート事件」調査報道も，ジャーナリストの職業的目的の明確さに対する共感と理解に基づ
く無名の多くの情報源に，支えられていたのだ（3）。
新聞記者の友人が，2012年のNHK紅白の取材の所感として，「昔は歌手一人ずつがハイライトさ
れていたが，今はなにもかもが大がかりな集団だ。“○○48”とか，歌手一人にバック・ダンサー
が20人とか。こういう集団ばやりをどう解くか」と書いてきた。さらに「取材の媒体の数は増え，
また，リアルタイムでネットにあげるような今風の仕事が新聞でも増えているのに，取材の記者が
減ったようにみえた。ネット時代の到来で，リアルタイム情報が出せるようになればなるほど，記
者が複数でローテーションを組み，前半が終わるとその担当者は記事化作業で持ち場を離れ，ほか
の記者と交代するようなスタイルが増え，記者が減ったようにみえただけか。一人の記者の負担が
増えたのか」とも書いてあったが，読後，やけに重たい余韻が残った。官邸で会見が始まると，
黒々した背を見せている大勢の記者が，バックライトの光るノート・パソコンに向かい，一斉にキ
ーを叩きだす光景や，生前の日隅さんが「各社の記者が早く会見場から出ちゃうのも，締め切りが
あるし，デスクが待っているから，しょうがないですかね」と洩らしていたのを，思い出した。デ
スクが若い記者と，なんのためにその取材をするのか，どこに目的を置いて報じるのか，などにつ
いて徹底的に話し合うことがないまま，SNSに期待をかけても，市民・読者の期待に真に応え得る
新聞づくりは，できないのではないか。
［３］　グローバルな「クラウド」台頭の危険
2012年11月20日・朝日朝刊の記事，「NTT『脱端末・脱回線　鵜浦社長 国内飽和，クラウド注
力』」を読んで，いよいよこうきたか，と思った。ドコモなどの系列会社も含め，今までのNTTは，
圧倒的な電気通信回線というインフラを押さえ，優秀なケータイ端末を販売し，その市場占有率を
高めていけば，日本のICT業界に揺るぎない地位が保持しつづけられる，と確信していたはずだ。
しかし，パソコンを尻目に激増するスマホ，iPadなどの高機能携帯端末は，NTT自慢の光回線の
ご厄介になる必要がない。こうした事態を手を束ねて眺めているだけでは，やがて光回線もドコ
モ・ケータイも，ただの中古品に転落する。そこで，まだNTT利用者の多いうちに，これをNTT
の掌握するクラウド（cloud. 雲）に誘導，NTTの世話になればなんでもできる，と思わせ，慣れ
させ，未来永劫自分たちに黙ってついてくるクラウド（crowd. 群衆）にしていこうと考えたのだ。
コンピューターの利用原理は元来，パソコンであれスパコンであれ，所有者が自分のコンピュー
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ターに必要なOSとアプリケーション・ソフトを容れ，自分の受信および作成データで必要なもの
は，自分でファイルをつくり，自分のコンピューターのディスクや外部メモリーに落とし，整理・
保存するというものだった。多様なアプリケーション・ソフトもインストール，これを使いこなし
てデータ・ベースや映像・音楽のサイトなどにアクセスするのも，全部自分の操作だ。ところが，
ヤフー！などのポータル系，インターネット・プロバイダー系や，グーグルなどの検索サービス系
のプラットフォームが好例だが，彼らはコンピューターと通信回線の超高速化・大容量化を背景に，
クラウド・コンピューティングの巨大サイトを独自に構築，ユーザーの属人的なデータ（たとえば
メール・アドレスのリストなど）はそこに個人別に保存・管理しておき，ユーザーのアクセスを待
ち，呼び出しがあればすぐに一式を送信，それをユーザーが自分の端末で自由に取り扱えるサービ
スを提供し始めた。煩雑なソフトやデータをユーザーが自分のパソコンにもつ必要はない。私の体
験では，使っているニフティが２年ほど前から，電子メールの扱いをクラウド・サービスに変えた。
だが，メール受発信の操作はほとんど変わらない。だが，その処理のコンピューティングは，通信
回線の彼方のニフティのクラウドがやることになったのだ。グーグルからGメールの誘いがきて，
アカウントを取ったが，これもクラウド・サービスだ。
クラウド・コンピューティングのカバー範囲が急速に広がっている。われわれはかつて，コンピ
ューターの出現に対して，懐疑とともに畏敬の念も払いつつ，「ブラック・ボックス」という名を
献上した。この電子の箱は沈黙のうちに，さまざまな文書作業や通信処理，情報提供までやってく
れた。だが，内部の仕掛けがまるでわからなかったからだ。そして，今度はその何千倍，何万倍も
の巨大さや，はるかに複合的なコンピューティング能力を備え，どこにあるか想像もつかない遠隔
地に設えられた情報コミュニケーション装置を，われわれは「クラウド」と呼ぶことになった。報
道によれば，NTTはもちろん，従来どおりの大容量高速通信や多様な対応を許容する接続サービ
スも売りにするが，新たに各種データ分析，企業の流通サービス・生産管理・技術開発などの支援
システム，セキュリティ・サービスなどの「商品」をクラウドのなかに収納するようだ。また，海
外での事業展開も積極的に行うという。そして，見逃せないのが，最近はやりの無数の高機能携帯
端末がクラウドを待ち構えている構図だ。これらは指先でディスプレに触り，文字・画像・映像が
自在に変えられ，早くて使いやすい表示機能が売りだが，それは，複雑なコンピューティングのた
めの重たいソフトを内蔵せず，そんなものはクラウドに任せてしまえるからだ。たとえば無線
LAN（地域ネットワーク）にアクセスしさえすればいい。すると，すぐリンクされたクラウドに
飛べる。そこでメール，SNS，検索，ニュース，ゲーム，音楽，雑誌，書籍，買い物などなど，使
いたいサイトに出逢える。クラウド側は，異なるユーザーから様々な注文がきても，即座にそれら
をさばき，個々に適切に対応できる。クラウドにとって目前に出現する携帯端末の群れは，無尽蔵
な群衆，顧客の存在だ。
しかし，クラウドもすべて同一のスペックで，どれもが同じユニバーサル・サービスを提供する
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のかというと，そうではなく，様々な差異化を図り，特化した部分を売りにしようとする傾向もみ
せつつある。NTTは個人ユーザー向けでは出遅れたため，企業ユーザー向けを狙っているし，す
でに多様な個人向けサービスを集積しているグーグル，アマゾン，ソフトバンク・ヤフー！も，電
子書籍販売（グーグル），キンドル＝電子書籍専用端末販売（アマゾン），日用品宅配（ヤフー！。
ローソンと提携）など，さらにコンテンツやICT機器，ネット物販などまで抱え込もうとしている。
こうなると，インフラ分野での，KDDIのスマホに連動するスマートテレビ事業や，JCOM(ジュピ
ターテレコム。CATV最大手。米TCIと住友商事の合弁企業）の電力販売事業への進出，プラット
フォーム分野における情報機器・ソニーが，子会社＝ソニー・ミュージックエンタテインメントの
楽曲を米アップルの音楽配信サービスITunesに提供開始，などの動きにも目配りしておく必要が
ありそうだ。また，スマホ，タブレット型端末の類も，すべて同一の汎用機ではなく，他機種との
違いをうち出し，独自のアプリケーション・ソフトを搭載，そのアプリだけが特定のコンテンツに
アクセスできることを売り物にするものもある。これらの動きは，クラウド側が独走して大をなし，
あらゆるインフラ，プラットフォーム，コンテンツすべてを一方的に呑み下せるものでもなく，後
者の側にも「オレを入れたほうがトクだぞ」とクラウド側に売り込める余地がある事情を，物語る。
コンテンツ面では，本稿冒頭の「出版デジタル機構」にも，クラウド側に自分を売り込むチャンス
は，大いにあるのである。
だが，このような動きがしだいに明確に現実化するのに伴い，コンテンツの側，とくにジャーナ
リズム，出版文化というものを考えるとき，不吉な思い出が頭をよぎる。一つは，2005年にイン
ターネット上で発見した，アメリカの科学ジャーナリストが2004年の時点で2014年のアメリカの
メディア状況を予想，フラッシュ・ムービーにして示したディストピア物語の中身だ。タイトルは
「EPIC2014」。アルファベットはEvolving Personalized Information Constructの頭文字。その未来の
展開を，年誌風に綴るが，1989年（WWW＝ワールドワイド・ウェブ登場）から2003年（グーグル
のブロガー買収）までは，すでに生じていたこと。2004年の一部（グーグルのGメール発表）も現
実のことだが，その年の途中から最後2014年までの各年の記述は，すべて架空の話だ。途中の大
きな山場は，2008年にグーグルとアマゾンが，マイクロソフトの野望に対抗，合併して「グーグ
ルゾン」を設立したところ。そして2014年，あらゆる競争で勝利を収めたグーグルゾンは「EPIC」
を公表する。これは，すべてのメディアとオンラインで結ばれており，この世のありとあらゆる情
報を，それを欲する人のニーズに合わせ，それぞれに提供するシステムだ。商業的には大成功を収
めるが，その内容はほとんど低俗で，扇情的なものだ。ニューヨーク・タイムズは信頼を維持し，
自紙の質を保つために，「EPIC」のオンラインから離脱し，エリート層と高齢者のための紙媒体発
行だけの事業に戻る（4）。
もう一つは現実の話だ。フランスの「ル・モンド」の姉妹月刊紙「ル・モンド・ディプロマティ
ーク」2011年３月号に，イグナシオ・ラモネ同紙前代表が，自著（5）の紹介記事「検索エンジンに
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仕えるジャーナリストたち」を載せたが，資本・市場による情報の支配とジャーナリズム・文化の
疎外はここまできていたのかと，と驚かされる。こちらもまずはグーグル。同社の「グーグル・ト
レンズ」は，世界中のグーグルの検索に出現する用語のアクセス頻度数を，地域別・言語別にリア
ルタイムでネット・ユーザーに公開している。さらに「グーグル・ニュース」は，上記のアクセス
頻度の高い用語などから人々の関心動向を判定，世界中のウェブ，メディアのなかから高い関心事
項の記事・情報を自動的に収集，整理し，配信するサービスを行っている。「アグリゲーター・サ
ービス」といわれるものだ。2006年にできたアメリカの「デマンド・メディア」はウェブや広告
から関心の高い事項のキーワード，話題を選び，「デマンド・スタジオ」というプラットフォーム
で公開，フリーの記者・映像作家などのオファーを募集，採用の記事には１本10ドル，ビデオは
１本20ドル支払う。2010年には毎日6000件の記事・ビデオを製作。ユーチューブはこのサイトか
らビデオ供給を仰ぎ，毎日150万ページ・ビューを達成した。ヤフー！も，主に自前のアグリゲー
ター，「ヤフー！・ニュース」の検索動向データを生かし，情報サイト「ザ・アップショット」を
開始。さらに「デマンド・メディア」とほぼ同じシステムの情報製造企業，「アソシエイテド・コ
ンテンツ」を買収，38万人もの応募により毎日5万以上の記事・ビデオを得て，大量のコンテンツ
をロー・コストで製作，ネットに送り込んでいる。こうしたコンテンツを買うのはウェブ・サイト，
新聞・雑誌，出版社のほか，様々な企業・団体で，用途は媒体の素材，広告・宣伝への利用が主な
ところだ。情報通信大手・AOL（アメリカ・オンライン）は近年，金融，ファッション，レジャー，
映画，コミック，グルメなど，多様なウェブ・マガジン発行に手を出しているが，そのネタ集めの
ために，グーグルやヤフー！の情報工場と同じような「シード・ドットコム（Seed.com）」を稼働
させた。「シード」は「種子」だ！
ラモネはこのような情報製造工場を〈コンテンツ小作農場〉と呼ぶ。農場のために働く無数の記
者，カメラマン，クリエーターは従来からのフリーランスとは趣を異にする。いわば地主に隷属す
る小作人だ。ラモネはアメリカの状況につづき，イタリー，フランス，カナダ，ドイツの模様も紹
介している。さらにアメリカの既存の新聞などのメディアが，ユーザーの関心に迎合した紙面・番
組，フリーペーパー，ネット新聞，デジタル版づくりのために，このような〈小作農場〉に依存し
たり，自分でもそれをつくったりする例にも触れ，最後にニューヨーク・タイムズのビル・ケラー
編集主幹の「私としては，情報の運命をグーグルの手に委ねることにはしたくない」の述懐で記事
を結ぶ。2005年，アメリカで創設されたニュース・サイト「ハフィントン・ポスト」は報道の質
が高く，しばしばメインストリームのメディアもそこから引用を行ってきた。2012年12月15日，
朝日は記事で，自社がこの「ハフィントン・ポスト」と合弁会社を設立，その日本版サイトを翌年
春から出すことになったと，喜々として報じた。ラモネは「ハフィントン・ポスト」を高く評価し
ていたが，前掲のAOLに触れた個所で，同社が2011年２月，「情報企業としての新しい地位確立」
のためと称して「ハフィントン・ポスト」を買収したと，残念そうに紹介している。朝日の報道を
みながら，このラモネの無念を，複雑な気分で思い出した。
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すでに明らかなように，グーグル，ヤフー！，アマゾンなどの存在と活動領域は，アメリカに限
られるものでなく，世界中至るところ，インターネットの届くところすべてに及ぶ。彼らがクラウ
ド化すれば，これも必然的にグローバルなものとなる。いや，グーグルはすでにグローバル・クラ
ウドというべきものだ。そして，グローバルなICT市場の覇権争いでグローバルなクラウドの形成
あるいは掌握がカギとなれば，インフラのATT，スプリント，ベライゾン，プラットフォームの
AOL，マイクロソフト，アップル，インテル，ヒューズもそこに乗り出してくるだろう。それに，
「EPIC2014」の未来物語やラモネの直近の状況把握からも，クラウドが多種多様，広範なコンテン
ツの調達とストックに成功，それを至るところに自在に送出できれば，それが強力な武器になるこ
とも明白だ。そうすると，フォックスなどのマードック・グループ，タイム・ワーナー，W・ディ
ズニーなどの大物もしゃしゃり出てくる可能性が大いにある。これらの企業はすべてそれぞれの業
務領域でグローバルな存在だ。日本のクラウドも国内だけで完結するわけでなく，グローバルなリ
ンケージを確保しておかないと，国内でも味噌っかす扱いされるだけだろう。おそらく日本では，
クラウド・レースのなかで，アメリカの強大なグローバル・クラウドの目下の同盟者になろうとす
る競争局面が出現するのではないか，と予想される。
2012年11月８日の朝日・朝刊に，「出版デジタル機構」の有力メンバー，凸版印刷の系列企業，
ブックライブ社の電子書籍専用端末「リディオ」に，朝日が年末から読書ファン向けの「朝日新聞
デジタル for booklovers」を毎朝配信する，と発表した。ニュース，コラム，文化面記事，書評が
読めるということだ。これといい，「ハフィントン・ポスト」（AOL）との合弁といい，ビリオメ
ディアの取り組みといい，朝日はデジタル戦略に実に積極的に打って出ている。しかし，大丈夫な
のかという気がしてならない。そこには，「EPIC」を離脱したり，「グーグルには任せられない」
と編集主幹が述懐したりしたニューヨーク・タイムズの懐疑や苦悩の影が，カケラもない。新聞が
紙でもデジタルでも増えるならいいことだ，と観ずる前向き姿勢だけがうかがえる。しかし，それ
はノー天気に過ぎるのではないか。大きな流れに巧みに乗るだけでは，ただ流されるのみで，それ
はジャーナリズムではない。ジャーナリズムは，流れに抗して踏みとどまり，今は目立たなくても，
のちに重要な意味をもつ事柄，現在は少数派のものでもそれだけが正しい発言を，しっかり拾いあ
げ，擁護していけるものだ。それこそがジャーナリズムというに値する。暗い巨大な「雲」，グロ
ーバル・クラウドは，いずれ日本の政治・経済，社会・文化のうえに覆い被さる。そのとき，日本
のジャーナリズムは大丈夫か。日本として持ちこたえ，なおかつ世界の市民と連携できるジャーナ
リズムを確保できるのか。
［４］　公共的なメディアの制度をどう再構築するか
2007年６月，総務省の「通信・放送の総合的な法体系に関する研究会」が，「中間とりまとめ」
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を発表，新しい「情報通信法」の案を示し，その制定を提案した。須藤春夫法政大学教授は当時，
民間の独立シンクタンク，メディア総合研究所の所長も務めておられたが，デジタル時代の放送の
あり方を考えるとき，この「中間とりまとめ」の示す方向には多くの問題があると判断，メディア
総研として独自の検討を加え，基本的に「情報通信法」制定を急ぐことに反対するパブリック・コ
メントを総務省に提出，これを一般にも公開，放送の公共性の確保に取り組むことを呼びかけた
（メディア総研発行の『放送リポート』208号・2007年９月刊にパブリック・コメント所収）。私も
この検討会に参加させていただいたが，今改めてそのときの論議を思い出す。「情報通信法」の発
案者は，小泉内閣の竹中平蔵総務相。その構想は，安倍晋三内閣の菅義偉総務相が引き継ぎ，2007
年の放送法改正に一部を反映させたが，各界の反対で，まだ完全な法律にはなっていない。2013
年の安倍・菅コンビの復活で，強引に法が制定されれば，TPP（環太平洋パートナーシップ協定）
と並んで，グローバル・クラウドが暗雲となって日本のジャーナリズム，出版文化のうえに覆いか
ぶさってくるおそれがある。
そもそも竹中総務相は，「日本は，メディア，通信，映画やエンタメ全部をひっくるめても，そ
の売上げがアメリカのTW＝タイム・ワーナー１社分にも届かない。こういう貧弱な状況を変え，
日本にもTWぐらいの大企業を生み出す必要がある」と語った人物だ。放送は戦後，国民主権，表
現の自由，国民の知る権利を保障する憲法体制下，電波法・公衆電気通信法・放送法の３法体制に
より，その独立と自由を維持してきた。まず電波法が，放送事業者に存在根拠＝免許を付与，これ
によって外部からの金権的な支配介入を排除，ついで放送法が公共性遵守などの規律を定め，視聴
者・国民の知る権利を担保し，全体として放送の独立と自由を放送専業の事業者に保障してきた。
これに対して，アメリカの新自由主義・市場万能主義を信奉し，小泉構造改革の旗を振ってきた竹
中総務相は，電波法の統括の下で電気通信と放送を峻別し，両事業者間の企業所有や事業提携を認
めないタテ割りの法と行政の構造を否定，どちらがなにをしようが，市場的にうまくいき，一方が
他方を所有・支配しても，それでうまくいくのならいいじゃないか，とする考え方を露骨に示した。
すでに通信・放送衛星，インターネットという，昔はなかったプラットフォームが出揃い，それら
は，通信とも放送ともみなせるメディア機能を発揮するようにもなっていた。インターネットに至
っては，新聞や出版とも理解できる。竹中総務相の考えは，これら全部を一緒くたにし，一つのダ
ンゴにしてしまえ，というものだ。
電波法は，放送事業者に複数の放送事業の合併を許さず，さらに総務省令が，放送の集中排除原
則や，３業種（新聞・ラジオ・テレビ）の支配禁止（クロス・オーナーシップ規制）も定めてきた。
言論の多元性確保のため，メディアの複数性・多元性維持が，法的にも行政的にも重要課題と目さ
れてきたのだ。だが，竹中構想は，極端にいえば，電気通信，コンピューター・サービス，放送，
娯楽など，どこか一つの領域に属する巨大企業が，その業種内部に止まらず，他業種全体にわたっ
て，多数の企業を所有・支配してもよしとするのだ。彼は，伝送設備（インフラ。ケーブル，衛星
53
暗雲が世界を覆う時代のジャーナリズム
など），伝送サービス（プラットフォーム。衛星使用受託，インターネット利用事業など），放送
（コンテンツ。ラジオ，テレビなど）をタテ割りに区別する3法体制を解体，インフラ・プラットフ
ォーム・コンテンツを，通信・放送ほかあらゆるメディアを成立させる三つの層（layer）とみなし，
その区分を横割りに把握，規制というよりは，これらの層がお互いによく働くようにコントロール
するための法律をつくる，として「情報通信法」案を提起した。しかし，現在のクラウドの台頭・
発展という状況を目の当たりにし，そこでだれが先陣を切って，なにをやりつつあるかを眺めると
き，ICTの世界を三つのレイヤーとして捉え，その区分ごとの機能特性を発揮させていくといって
も，もうその分け方自体が時代遅れになっているように思える。
現実には，むしろこういうべきかもしれない。通信・放送の世界は，竹中構想によるなし崩しの
制度「改正」によって境界が溶融，部分的にも全体としても，クラウドが呑み込みやすいものに変
わりつつある，と。自民党政府は2007年，放送法改正を強行，地上波デジタル化に便乗して「情
報通信法」案の一部を先取りした。民放の持株会社制度導入を許し，地方局の子会社化を認めた。
また，放送波でのケータイ，パソコンへのワンセグ放送や，インターネットでの映像配信を，放送
事業者が本体放送とは別のコミック，ゲームなどの内容でやっても，放送と認めることにもした。
これとともに政府は放送免許制度を，事業内容の可否によって免許を与える，事業免許制に切り替
える考え方を示してきた。それまでは，放送事業者の保有する放送施設が，電波法の規定する基準
に適合するか否かで付与を決める，施設免許制度だったのだ。国民の電波の使用免許の可否を，国
による放送事業内容の当否判断で決めるのは，憲法違反（21条の表現の自由に対する違反）にな
るからだ。事業免許制は，総務省に判断の余地を大きく与えるが，その権限拡大は自動的に，放送
倫理違反に対する政府の判断余地の拡大も伴う。改正法には，不始末をしでかした放送局に，政府
が「行政処分」を科す，とする１項が加わったが，幸い参院の反対でこの条項は陽の目をみなかっ
た。そして，2010年，民主党政権下でも放送法が改正され，伝送設備（通信・放送インフラ），伝
送サービス（電気通信設備を他人の用に供するサービス），コンテンツ（放送の業務）の三つのレ
イヤー別の法体系への組み替えが行われ，その構造の下で，ハード（施設・機器類）とソフト（サ
ービスやコンテンツ）とを分離した規律が出現した。これにより地上放送でも，ソフト事業に参入
できることになった。ただし，放送事業者がソフト事業をやるには総務省の「認定」が要る。ここ
で事業免許制が実現したわけだ。やれることは増えたが，放送内容への政府関与は強まったのだ。
このとき，放送界が放送内容への政府介入拡大に大きな声で反対しないのには驚いた。むしろハ
ード・ソフト分離で，エンタメ企業とも手を組み，いろいろなソフト提供事業にも手が出せるよう
になったことを歓迎する声のほうが，目立った。元来新聞界のほうが表現の自由の動向には敏感だ。
しかし，こちらからも危惧や批判の声はあがらなかった。このとき，鳩山内閣の原口一博総務相は，
自分の管理下にある電波監理審議会を，戦後すぐに米占領軍の指導でできた，電波監理委員会のよ
うな独立行政委員会とし，放送行政に政府が直接には口出しできない体制を整えようと考えており，
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あわせていい加減になっていたクロス・オーナーシップ規制を厳しく実施，巨大新聞による放送支
配の構造を解体する措置も，改正案に盛り込もうとしていた。ところが新聞界は挙げてこの規制強
化に反対，自民党がこれに同調，原口改正案のこの部分は陽の目をみなかった。2012年，有力紙
は揃って野田政権に消費税引き上げを迫った。そして，引き上げ法案が可決されるや，軽減税率方
式の導入を要求，真っ先に新聞にそれを適用せよと，新聞界はまた声を揃えた。その光景に，クロ
ス・オーナーシップの規制強化に反対したときの新聞界の姿が重なってみえた。自分の損得ばかり
考え，同じような動きばかり繰り返すだけでは，メインストリーム・メディアがデジタルを，イン
ターネットを，SNSを，いくら使いこなしても，市民の共感を呼ぶようなジャーナリズムは生み出
せないのではないか。それら企業に所属のジャーナリストも，このような業界の風土の実態に気付
き，それに批判的な目がもてないのなら，いくらSNSに入れあげても，ジャーナリズムとしては，
結局はトロトロした産物しか生み出せまい。最後は，最も巨大で有力なクラウドにでも，すがりつ
くのか。
以上にみてきたような高度な情報化が宿す危機の胚胎と成長を眺めるとき，日本がバブル崩壊後，
金融不安に見舞われ，小泉構造改革内閣が日本版のビッグバン政策で，銀行・証券・保険の垣根を
取っ払い，グローバル経済に合わせた金融再建を策したものの，その後，リーマン・ショック，
EUの金融危機に見舞われ，ますます深まる世界の経済危機のなかで，にっちもさっちもいかなく
なった日本経済の経緯と現状を，いやでも思い出さないわけにはいかない。このままでは，オフシ
ョア＝タックス・ヘイブンに姿も名前も隠し，国籍も明かさず，過剰流動性の世界のなかで，ギャ
ンブルに大金を投じつづける，グローバルな賭博師どもの独り勝ちを許すだけだ。日本の市場動向
任せの情報化，そのグローバリズムへの傾斜も，世界の情報化の危機に，日本の政治・経済・文化
をそっくり落とし込む危険がある。経済的な情報化ビジネスの当事者は，この流れに盲目的につい
ていくしかないのかもしれない。しかし，ジャーナリズム，メディア文化に携わるものなら，この
ような流れをメタ・レベルに引きあげて把握し，解釈できるはずだ。簡単にはできなくても，それ
をしなければならない。そして，流れの先に待ち構えている陥穽を見抜き，そこに行き着く前に，
みずからをそこから引き離し，ほかの人たちにも流れに潜む危険を告げ，みなが脱出するのを助け
る仕事をすべきだ。そのためには，情報組織としての自分が所属するメディアのあり方の改革，ジ
ャーナリストとしての職能の開発，読者・視聴者・市民との連携の強化など，あわせてやるべきこ
とがたくさんある。
まず，やがて具体的に問題にすべきクラウドについて考えてみよう。市場原理で商用化されれば
いい部分はもちろんたくさんある。また，クラウドは，一つの国の範囲，EUのようなブロック地
域，全世界共通のように分けて考えていく必要もありそうだ。しかし，これらのどの段階のクラウ
ドも，運営主体と運用規則はすべて市民に対してガラス張りとされ，あらかじめ公に掲げたサービ
スだけを提供，秘密のサービス行為はさせてはならない。また，ユーザーに対して差別的な対応も
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あってはならない。ユーザーごとの氏名・名称，提供サービスの内容，得られたデータの秘密は，
完全に守られなければいけない。これらの基準は，世界全国の監督機関代表者からなる国際機関
（ITU＝国際電気通信連合，ユネスコなど）と，それぞれの国の監督機関との承認を得るようにす
べきだ。これら機関は，監督下のクラウドが基準を守っているかどうか，報告を徴したり，立ち入
り調査を実施したりできる権限をもつ。それ以外の警察など国家機関は，介入を禁止される。中央
政府，自治体，警察，病院，学校・大学，報道機関，弁護士，公認会計士，信用調査機関，NPO，
NGOなどの利用は一般商用枠とは別の特別枠で扱い，国の監督機関の定める料金を適用する。要
するに，公共財として社会的な役割を果たすクラウドの実現を目指すのだ。
インターネットの多様な形態・用途を伴う普及に連れて，警察がその捉えがたい情報・コミュニ
ケーションにイライラを募らせ，ネット交信の秘密の傍受，抜き打ちの介入などを，もっと思いの
ままにやりたがっている様子も目立つ。最近のニュースを拾ってみよう。他人のパソコンを持ち主
になりすまして遠隔操作し，犯行の予告を繰り返していた犯罪。ネットバンキングの利用者がログ
インすると，画面に暗証番号入力の指示が出るのでそれを実行すると，知らないうちにそれが使わ
れ，口座から知らない人物宛に送金されていた。逗子市のストーカー殺人事件で被害女性は犯人か
ら1000通以上のメールを受信していたが，被害者の相談を受けた警察は，ストーカー規制法がメ
ールを捜査対象から除外していたので，これを調べていなかった。これらの「サイバー犯罪」の予
防，捜査のため，警察庁はコンピューター・ウィルスの情報共有のためにデータ・ベースを創設し
た。極め付きは2013年元旦の読売の１面。「農水機密 サイバー流出か」「TPPなど20点　韓国経由
で攻撃」。農水省の公用パソコンが遠隔操作され，TPP交渉関係の機密文書を含む延べ3000点以上
の文書が盗まれていた，という記事だ。このほか，安全保障・防衛問題関連では「サイバー攻撃」
「サイバー・テロ」などのニュースも目につくし，「秘密保全法」も待ちかまえている。これらの話
が，警察の願望実現のための地ならし，先触れのようにみえてくるのは，ひが目だろうか。
ジャーナリズムは，一方でグローバルな資本主義が生み出す巨大なクラウドに吸い込まれ，虚空
の彼方に飛び散らされ，他方で情報・コミュニケーションに対するがんじがらめの国家の監視の前
で，頭があげられない存在に堕してしまうのだろうか。2013年の年頭，竹中平蔵元総務相が安倍
首相に乞われて，日本経済再生本部「産業競争力会議」の主要メンバーに就いた。その首相は，自
民党本部の仕事始めで君が代斉唱の後，「仕事始めにしっかり君が代を斉唱する政党に政権が移り，
まさに日本を取り戻す第一歩を踏みしめることができた」とあいさつした。これらをニュースで知
り，ジャーナリズムの先行きにも不安を感じないわけにはいかない。このままでいいわけがない。
どうするか。
日本という国のなかで，公共圏としてのメディア空間をつくり直し，再確立することが求められ
ている。憲法の保障する表現の自由を最大限生かし，国民の知る権利を十分に充たす，公共財とし
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ての新聞，放送，出版を再獲得しなければならない。すでに多数の市民がアクターとして参加して
いるサイバー空間の多彩な言論報道メディアも，もはや公共財とみなされ，メディアに関わる諸制
度，取材等の慣習についても，伝統的メディア同等の権利，処遇が与えられるべきだ。とくに地上
空間，サイバー空間のすべてにおいて存在し得る放送，日刊新聞，雑誌・書籍を，その他のすべて
の情報通信とは別なものとして再定義し，それらに，独自の公共性を保全するのに必要な公的助成
を与え，また遵守すべき規律に服させることが，望まれる。これらのことは明確に法定化され，法
律の実施は，そのなかで設置が定められることとなる独立行政機関に委ねる。メディア経営者任せ
でなく，ジャーナリストも立ちあがって，こうした改革に向かうべきときがきている。（終）
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